
平成２８年度 中国圏広域地⽅計画の取組状況〜資料抜粋〜

第1節 重層的なネットワーク形成と拠点都市の整備による対流促進型圏域づくり
１．基幹交通の整備によるネットワーク強化
２．都市間の多様な連携の推進
３．拠点都市整備とコンパクトシティの推進及び中小都市の振興
４．東アジアを始めとする国際交流の推進

第２節 ものづくり産業の競争力強化、観光振興等経済の活性化
１．ものづくり産業のイノベーション等による競争力強化
２．基幹産業の競争力強化に直結する国際物流機能の強化
３．多様な連携によるインバウンド・広域観光の推進

第３節 中山間地域・島しょ部における人口減対策等地域振興の推進
１．地域資源を活かした産業の育成等による新たな雇用創出
２．農林水産業の成長産業化と美しく活力ある農山漁村の創出
３．空き家活用等多様な転入支援策
４．「小さな拠点」の形成等による持続可能な生活サービスの確保

第４節 土砂災害・水害対策やインフラ長寿命化等による強靱な圏域整備と安全・
安心の推進
１．他圏域のバックアップも含めた災害対策の推進
２．インフラ老朽化対策の推進
３．安全で安心な住宅・社会資本の整備

第５節 環境と産業・生活が調和した地域づくり
１．低炭素・循環型の地域づくり
２．瀬戸内海等の豊かな自然環境の保全・再生
３．美しい景観の保全整備

第６節 将来の発展を担う人材育成
１．中国圏の人材育成
２．若者・女性活躍社会、高齢者参画社会、障がい者参加社会の実現

中国圏の将来像

中国圏広域地方計画は、中国圏５県を対象とした概ね１０年間の地域のグランドデザインをとりまとめた計画です。（計画決定：平成28年3月29日）
計画の策定に当たっては、地方公共団体、経済団体等からなる広域地方計画協議会等において地域主導で検討・協議を重ね、また、市町村からの計画提案やパブリックコメン

ト、有識者や学識者など多様な意見を反映し決定しています。

中国圏の基本戦略とプロジェクト

本計画の着実な実効性を高めるため、計画を構成する様々な事業の進捗状況を
把握し、先行事例とする広域連携プロジェクトに関する取組について、中国圏広
域地方計画協議会の構成機関との連携の下、その概要をとりまとめたものです。

広域地方計画を推進するため、６つの基本戦略毎にとりまとめた広域連携プロ
ジェクトについて、各種施策の展開・具体化、進捗状況の検証等を行い、計画の推
進に向けた課題抽出やその対応等について検討、実施していくこととしています。

中国圏広域地⽅計画のフォローアップ

第５節 将来像において横断的に持つべき視点
・環境と産業・生活の調和

低炭素や循環型の地域づくり、豊かな自然環境の保全、再生、美しい景観の保全整備
・人材育成

地元大学と連携した産業振興や地域づくりの担い手育成
若者・女性活躍社会、高齢者や障がい者参画社会の実現

第１節 国内外の多様な交流と連携により発展する中国圏
交通ネットワークを強化、生活サービス機能維持、コンパクトな街づくり、
連携中枢都市圏、定住自立圏等の実現、文化・経済・観光交流、国際平和･医療支援、
国際交流促進、コンパクト＋ネットワークの構築 など

第２節 産業集積や地域資源を活かし持続的に成長する中国圏
グローバル産業の国際競争力と国際物流機能の強化、産業の生産性向上、
クラスター形成や産学金官連携によるイノベーション、
観光地の魅力向上と広域的な観光周遊ルートを形成 など

第３節 豊かな暮らしで人を惹きつける中山間地域や島しょ部を創造する中国圏
新たな産業創出や交流産業等による雇用創出、高付加価値化、地産地消、６次産業化、
小さな拠点を実現、活き活きとした中山間地域を実現、移住・定住促進、
里山・里海、豊かなライフスタイル など

第４節 新たなステージにも対応する安全・安心な中国圏
風水害対策、自助・共助による地域防災力、大震災時にも復興を促進
大都市圏や近隣圏域のバックアップ、社会資本の長寿命化、
ライフサイクルコストの低減 など

中国圏では、今後１０年間において、人口減少が続く中で、産業の強みを伸ばすとと
もに、豊かな自然、多様な歴史・文化等の圏域内各地域の特色や、中山間地域等と都市
部が近接している特徴を活かした新しい地域社会やライフスタイルを創造します。

中国圏の個性や特色を活かして人々が誇りと愛着を持てる、豊かで健やかな暮らしと
安全・安心な圏域を目指して、以下の方向性で取り組むものです。
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平成２８年度 中国圏広域地⽅計画の取組状況〜資料抜粋〜
中国圏を取り巻く現状
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（資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」

（注）東京圏は埼玉県・千葉県・東
京都・神奈川県、名古屋圏は
岐阜県・愛知県・三重県、大
阪圏は京都府・大阪府・兵庫
県・奈良県

山口県

広島県

岡山県

島根県

鳥取県

域内総生産全

国シェア

(右目盛)

5.5 

総人口全国シェ

ア

(右目盛)

5.9 

5

5.5

6

6.5

7

0

10

20

30

40

00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13

％兆円

年

2013年度の域内総⽣産は28.0兆円で、前年度より
2.0％増加したが、対全国シェアは5.5％で最低⽔準。

（資料）内閣府「県民経済計算」
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（資料）経済産業省「平成24年経済センサス」

（注）従業者数4人以上の事業所
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2015年の観光⼊込客数は約1
億4,600万⼈で2年ぶりに増
加。宿泊者数も2,101万⼈で増
加傾向にある。

（資料）各県観光統計等
観光庁「宿泊旅行統計調査」

（注）1.観光入込客数には日帰り観光客を含む
2.宿泊者数は全従業者規模の宿泊施設

を対象とした値
3.岡山県は集計基準が変更されたため、

‘11年以前と’12年以降は連続しない
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病院、⼀般診療所は2012年と⽐較して減少、介護保険施設は増加傾向で推移している。

（資料）厚生労働省「医療施設動態調査」「介護サービス施設・事業所調査」

（注）医療施設は各年1月、介護保険施設は各年10月時点の施設数
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2015年の国勢調査に
よる⼈⼝は744万⼈。65
歳以上の⼈⼝は215万⼈
で前回調査より約22万⼈
の増加。

（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」

（注）将来推計人口は2010年国勢調査
をベースとした推計
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平成２８年度 中国圏広域地⽅計画の取組状況〜資料抜粋〜
広域連携プロジェクトに関するモニタリング指標

１ 重層的なネットワーク形成と拠点都市の整備による対流促進型
圏域づくり

２ ものづくり産業の競争⼒強化、観光振興等経済の活性化

【国際線就航都市・就航便数】
2017年7⽉1⽇時点の国際線就航都市数

は7都市で前年と同数。就航便数は、⽶⼦
空港に⾹港便、岡⼭空港に台北便が就航
し、50便／週となった。

（資料）各空港ホームページ

【⾼規格幹線道路整備率】
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（資料）総務省ホームページ

【連携中枢都市圏の取組状況】
2017年3⽉末時点の連携中枢都市圏ビジョ

ンを策定した圏域数は6圏域で、九州圏に次
いで多く、連携中枢都市圏の取組が進んでい
る。

【製造品出荷額等】
2014年の従業者⼀⼈当たり製造品出

荷額等は約5,100万円で、中国圏が最も
⾼い。
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2016年の外国⼈宿泊者数
は123.5万⼈泊であり、宿泊
者数、全国シェアともに、急
速に増加している。

（資料）経済産業省「工業統計調査」

（資料）観光庁「宿泊旅行統計調査」

（注）1.従業者数10人以上の施設(
2.2010年4月に調査対象を拡大
3.2016年の数値は速報値

2017年4⽉時点の
高規格幹線道路の整
備率は86.0％となっ
ている。県別では、
⿃取県・島根県の整
備率が、他県と⽐較
して低い。

（資料）中国地方整備局

（注）1.暫定供用を含む
2.整備率は整備済延長／計画延長により算出
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万ＴＥＵ 国際海上コンテナ取扱個数

【国際海上コンテナ取扱個数】
2015年の中国圏の港湾における国際海上コ

ンテナ取扱個数は約56万ＴＥＵであり、全国
シェアはやや増加している。

（資料）国土交通省「港湾統計」
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中国圏の寄港回数

2016年
130回

順位 港湾名 回数

１位 博多 328

２位 長崎 197

３位 那覇 193

４位 横浜 127

５位 神戸 104

６位 石垣 95

７位 平良 86

８位 鹿児島 83

９位 佐世保 64

10位 広島 47

寄港回数全国トップ10【クルーズ船の寄港状況】
2016年の中国圏の港湾

におけるクルーズ船の寄港
回数は130回。港湾別で
は、全国で第10位に⼊る広
島港が47回、境港が33回な
どとなっている。

（資料）国土交通省「2016年の訪日
クルーズ旅客数とクルーズ船
の寄港実績」「中国クルーズレ
ポート」
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平成２８年度 中国圏広域地⽅計画の取組状況〜資料抜粋〜
広域連携プロジェクトに関するモニタリング指標 ４ ⼟砂災害・⽔害対策やインフラ⻑寿命化等による強靱な圏域

整備と安全・安⼼の推進

５ 環境と産業・⽣活が調和した地域づくり

６ 将来の発展を担う⼈材育成
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％ 防災拠点となる公共施設等の耐震化率

【防災拠点となる公共施設の耐震化率】
中国圏は83.2％で徐々に向上しているが、

全国平均と⽐較すると、依然として低い。

（資料）消防庁「防災拠点となる公共施設等の耐震化推進状況」
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％ 自主防災組織活動カバー率

【⾃主防災組織率】
中国圏は83.9％で、東北圏・⾸都圏に

次いで低いが、増加傾向にある。

（資料）消防庁「消防白書」

山口県

広島県

岡山県

島根県
鳥取県

170 

234 

311 

383 

全国シェア

（右目盛）

8.7 

7

8

9

10

0

100

200

300

400

13 14 15 16年度末

％万ｋｗ 再生可能エネルギー発電設備導入量【再⽣可能エネルギー導⼊状況】
2016年度末時点の再⽣可能エネルギー

発電設備の導⼊量は383万ｋｗで、増加
傾向にあり、全国シェアも8.7％と⾼い。

（資料）資源エネルギー庁ホームページ

（注）1.2013年は2014年4月末時点
2.バイオマス発電設備については、認定時のバイオマス

比率を乗じて得た推計値
3.固定価格買取制度開始後に新たに認定を受けた設備

と制度開始後に移行した設備の合計
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（資料）環境省ホームページ

【温室効果ガス排出量】
中国圏は約1.1億t-CO2で、ほぼ横ばい

であるが、⾸都圏に次いで多い。
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地区 重要伝統的建造物群保存地区数（2017年7月末時点）

【重要伝統的建造物群保存地区】
中国圏は15地区で、近畿圏・九州圏・中部圏

に次ぐ地区数となっている。

（資料）文化庁ホームページ
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％法人 活動分野にまちづくりが含まれるＮＰＯ法人数【地域づくりNPO法⼈数】
活動分野にまちづくりが含まれる

NPO法⼈認証数は、2016年度末時
点で1,480法⼈であり、着実に増加
している。全国シェアは6.5％で、
⼈⼝シェア並みとなっている。

（注）各年度末時点

（資料）内閣府NPOホームページ

３ 中⼭間地域・島しょ部における⼈⼝減対策等地域振興の推進
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人 移住者数（2014年度）

【移住者の状況】
2014年度の移住者数は4,101⼈で、中

国圏が最も多い。岡⼭県は全国で最も多い
1,737⼈、⿃取県は2番⽬に多い1,246⼈。

（注）東京都・大阪府を除く自治体把握分（回答率90％）

（資料）毎日新聞、ＮＨＫ、明治大学による共同調査
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箇所 小さな拠点数（2016年10月末時点）

（注）全国自治体へのアンケート調査による（回答率99％）

（資料）内閣府「小さな拠点の形成に関する実態調査結果」

【⼩さな拠点の状況】
2017年5⽉末時点の⼩さな拠点数は241

箇所で、九州圏、東北圏に次いで多い。県
別では島根県が106箇所、広島県が67箇所
と多い。
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％経営体 販売目的の法人経営体数

【販売⽬的の法⼈経営体数】
販売⽬的の法⼈経営体数は増加して

おり、全国シェアも⾼まっている。
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％億円 農漁業生産関連事業の年間販売額

【6次産業化の状況】
農業・漁業⽣産関連事業の年間販売額は約

1,500億円で、ほぼ横ばいとなっている。

（資料）農林水産省「農林業センサス」 （資料）農林水産省「6次産業化総合調査」
（注）法人経営体は、農家以外の農業事業体のうち販売

目的のものであり、1戸1法人は含まない。
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平成２８年度 中国圏広域地⽅計画の取組状況〜資料抜粋〜
主要な広域連携プロジェクトの取組状況

１ 重層的なネットワーク形成と拠点都市の整備による対流促進型圏域づくり ２ ものづくり産業の競争⼒強化、観光振興等経済の活性化
【岡⼭連携中枢都市圏の形成（岡⼭市）】
・2016年8⽉に連携中枢都市宣⾔、
10⽉に連携協約を締結

・2017年3⽉に「岡⼭連携中枢都市圏
ビジョン」を策定

【広島駅周辺地区市街地再開発事業（広島市）】
・2016年8⽉に広島駅南⼝Ｂブロック、12⽉に広島駅南口Ｃブロックの再開発ビルが完成

【国際航空便の利⽤促進（⿃取県）】
・2016年9⽉に⽶⼦〜⾹港便が⽶⼦
⻤太郎空港に就航

・2016年7⽉に上海からの夏季連続
チャーター便（8便）が⽶⼦⻤太
郎空港に就航

・2016年8⽉にウラジオストク、11⽉
に台湾からのチャーター便が⿃取砂
丘コナン空港に就航

（資料）岡山市

〈連携協約締結式〉
〈連携中枢都市圏ビジョン〉
～普及啓発用リーフレット～

〈広島駅南口再開発事業〉

（資料）広島市

〈ウラジオストク・チャーター便の就航〉〈上海・連続チャーター便の就航〉

（資料）鳥取県

（資料）米子鬼太郎空港

【島根県IoT推進ラボ（島根県）】
・2016年7⽉に「地⽅版IoT推進ラボ」として、しまねソフト
研究開発センター（ITOC）の取り組みが選定

（資料）しまねソフト研究開発センター

【⽔素利活⽤による産業振興の推進と地域づくりの促進（⼭⼝県）】
・県の補助⾦により先進的な研究開発・事業化に向けた取組を⽀援
・「やまぐち⽔素成⻑戦略推進協議会」を基に、燃料電池⾃
動⾞等の導⼊費補助等の取組を実施

【徳⼭下松港・宇部港国際バルク戦略港湾整備事業（中国地⽅整備局・⼭⼝県）】
・航路浚渫事業、
岸壁延伸、桟橋
新設等の実施

・⽯炭の共同輸送
などの企業間連
携に向けた検討

・港湾運営会社の
設⽴準備

【広域観光周遊ルートの形成（各県）】
「せとうち・海の道」：
受⼊れ環境整備、滞在コンテンツ
の充実、海外への情報発信など

「縁の道〜⼭陰〜」：
⼭陰インバウンド観光実態調査、
ガイドマップ作製など

【DMOの形成による広域観光の推進（各県）】
・⼭陰インバウンド機構の設⽴
・瀬⼾内推進ブランド連合のせとうち観光
推進機構の改組

〈国際バルク戦略港湾施設の整備〉

（資料）中国地方整備局

〈広域観光周遊ルートの形成〉

〈イワタニ水素ステーション山口周南〉〈燃料電池自動車〉

（資料）山口県

〈島根県IoT推進ラボ〉

宇部港 徳山下松港

※中国圏では2015年度までに4つの都市圏
において都市圏発展ビジョンを策定済み

5



平成２８年度 中国圏広域地⽅計画の取組状況〜資料抜粋〜
主要な広域連携プロジェクトの取組状況

３ 中⼭間地域・島しょ部における⼈⼝減対策等地域振興の推進

４ ⼟砂災害・⽔害対策やインフラ⻑寿命化等による強靱な圏域
整備と安全・安⼼の推進

【アジアを中⼼とした海外展開⽀援（島根県）】
・県内ものづくり企業を中⼼に、海外展開の検討段階から進出
後の事業運営段階までの⼀連の活動を⽀援

・バンコクに設置した「島根・ビジネスサポート・オフィス」
による相談対応、現地商談会の開催、アセアン進出企業への
定期訪問等を実施

【農林⽔産業担い⼿⽀援⽇本⼀の実現（⼭⼝県）】
・農林⽔産業の次代を担う新規就業者について、募集
から研修、就業、定着までの⼀貫した⽀援策を構築
し、県内外からの確保と就業後の定着を促進

・相談窓⼝の設置や広報活動による情報発信、・研修
の実施や定着⽀援給付⾦による定着⽀援などを実施

【空き家活⽤検討事業
（広島県）】

・市町の空き家情報をとり
まとめ、有効活⽤事例等
を掲載したひろしま空き
家バンクウェブサイト
「みんと。」を開設

・空き家所有者向けセミ
ナーやリノベーション
ミーティングを開催

（資料）島根県

（資料）山口県

（資料）（公財）やまぐち農林振興公社

【移住定住推進基盤運営事業（⿃取県）】
・⿃取県移住定住サポートセンターによる相談会の開催
・とっとり暮らしアドバイザーによる移住希望者への情報発信
・とっとり暮らし住宅相談員による住まいの相談対応

【ふるさと島根定住推進事業（島根県）】
・無料職業紹介事業、産業体験事業、UターンIターンフェア
の実施

・東京、⼤阪、広島に定住アドバイザーを配置

【「平成26年8⽉20⽇豪⾬災害復興まちづくりビジョン」
に基づく防災・減災のまちづくり（広島市）】

・被災した地域を災
害に強い安全なま
ちによみがえらせ
るため、「復興ま
ちづくりビジョ
ン」に基づき、
国、県、市が連携
して砂防堰堤や避
難路となる都市計
画道路等を整備

【インフラ⻑寿命化技術活⽤促進事業（広島県）】
・⻑寿命化に資する技術の募集・登録を⾏う「広
島県⻑寿命化技術活⽤制度」を創設

・⻑寿命化技術の募集・登録・試⾏や登録技術の
展⽰説明会の開催等を実施

〈広島県長寿命化技術活用制度〉

（資料）広島県（資料）広島市

〈復興まちづくりのイメージ〉

（資料）（公財）ふるさと島根定住財団

〈しまねのＵＩターン産業体験〉

（資料）ふるさと鳥取県定住機構

〈IJＵターン相談会〉 〈とっとり暮らしアドバイザー〉

〈現地商談会〉

〈やまぐち移住就農セミナー〉

（資料）広島県

〈リノベーションミーティング等〉

〈空き家バンクウェブサイト「みんと。」〉
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平成２８年度 中国圏広域地⽅計画の取組状況〜資料抜粋〜

５ 環境と産業・⽣活が調和した地域づくり ６ 将来の発展を担う⼈材育成

主要な広域連携プロジェクトの取組状況

平成２８年度の取組状況総括

【グリーンバイオ・プロジェクト推進事業（岡⼭県）】
・⽊質バイオマスのマテリアル利⽤を促進するた
め、販路開拓までを⾒据えた製品開発を⽀援

・⽊質バイオマスの新⽤途開発に関して、⼤学等が
共同で先導的研究を⾏うため、「おかやまバイオ
マスイノベーション創造センター」を拠点とした
研究開発を実施

（資料）おかやまバイオマスイノベーション創造センター

【次世代⾃動⾞普及促進
（⿃取県）】

・道の駅や観光施設への充電器
設置に対し補助を⾏い、県内
16箇所の道の駅のうち、9箇
所に充電器を設置

・⿃取砂丘で次世代⾃動⾞フェ
スティバルを開催

（資料）鳥取県

【豊かな⾃然をはぐくむ⾥海づくり
（岡⼭県）】

・整備した浅場へのアマモ播種や
⽣育状況を確認するモニタリン
グ調査を実施

・漁業者、消費者、学⽣など、幅
広い主体によるアマモ場再⽣活
動を実施

（資料）岡山県

【やまぐち型地域連携教育の推進（⼭⼝県）】

・県内全１９市町への⼭⼝ＣＳ
コンダクターの配置による学
校や学校運営協議会への助⾔
や⽀援を実施

・県⽴⾼校３校に、コミュニ
ティ・スクールを導⼊

・県⽴の特別⽀援学校12校の
うち、２校についてコミュニ
ティ・スクールを先⾏導⼊

【未来に役立つ「ものづくり教育」実践
事業（⿃取県）】

・次世代のものづくりインフラ「ファ
ブラボとっとり」の運営⽀援

・レゴブロックを活⽤したものづくり
研修やものづくり道場の活動⽀援を
実施

【ママの多様な働き方
応援事業（岡⼭県）】
・就職の動機付けに
つながるセミナー
の開催

・就活コンシェルジュ
による個別相談

・多様な働き⽅を提
供する企業との出
会いの場づくり

〈次世代自動車フェスティバル〉

〈アマモ場再生活動〉

【中海･宍道湖賢明利⽤推進事業（⿃取県・島根県）】
・環境省、⽇本国際湿地保全連合などと共同で、
「ラムサールシンポジウム２０１６in中海・宍道湖」
を開催

・こどもラムサール交流会では韓国ウポ沼のこども
たちとの交流会を開催

（資料）鳥取県

〈ラムサールシンポジウム2016in中海・宍道湖〉

（資料）山口県

（資料）ファブラボとっとり

〈ものづくり教室〉

（資料）岡山県

〈おしごとキャラバン〉

◎中国圏広域地⽅計画の６つの基本戦略ごとにとりまとめた広域連携プロジェ
クトについて、各構成機関により様々な事業が進められている。

○モニタリング指標では、中国圏における連携中枢都市圏の取組、製造品出荷
額等、外国⼈宿泊者数の増加や移住者数、⼩さな拠点数などの指標に特徴が
みられる。

○今後も本計画の着実な実効性を⾼めるため、中国圏広域地⽅計画推進協議会
において検討・実施し、計画の⼀層の推進を図る。
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